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基本計画 中間評価シート 戦略３（試案） 
 

 戦略３ 国際文化交流・協力の推進と文化芸術を通じた相互理解・国家ブランディングへの貢献 

2020 年東京大会を契機に、国内外で多彩な文化プログラムが展開され、国際文化交流・協力を
推進するとともに、日本の文化を戦略的かつ積極的に発信し、文化芸術を通じた相互理解・国家ブラ
ンディングへの貢献を図る。 

 
 
全体評価1   

新型コロナウイルスの感染拡大により、計画期間 2 年目終盤（2020 年 2 月）より現在に至るまで、全
世界的に物理的な人の往来・接触、大規模な催物の開催等が困難となり、期間策定時に想定したものと
異なる状況となっている。 

よって、計画期間当初においては、国際文化交流・協力、日本博の展開等を通じた日本文化の積極的
な発信が一定程度実現していたと判断されるものの、上記のとおり、新型コロナウイルスの影響を受け、国際
文化交流・協力及び日本文化の発信を十分に実施することが困難な状況であり、文化芸術を通じた相互
理解・国家ブランディングへの貢献を実現するための政策手法の再検討を要する状況変化が生じたもの
と判断される。 

例えば、新型コロナウイルスの感染拡大を防止するため、2020 年オリンピック・パラリンピック東京大会の開
催が延期され、日本博の展開についても、想定されていた形態による実施が十分にできていないなどの状況
にあることから、2021 年に実施された大会終了後の在り方も含め、今後の計画期間においては、新たな視
点に基づく戦略の推進が必要不可欠である。 

同様に、日本語教育の推進については、主な日本語学習者である外国人留学生の入国者数が新型
コロナウイルスの影響で大幅に減少しているため、事業の効果を正確に判断することが困難であることに
留意が必要である。 
 

  

                                                   
1 全体評価の検討に当たっては、平成 30 年度以降に実施された行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13 年法律第 86 号）に基づく政策評価（以下「政策評価」という。）及び独立行政法人評価

を参考とした。 

 今後、関係省庁の施策についても追加予定。 

資料５－３ 
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指標の状況   
・１期計画「進捗状況を把握するための指標について」（現状データ集）及び政策評価における「測定
指標」を用いている。 
・目標値は特に記載がない場合は令和２年度における到達目標を示す。 
 
①国際的な文化芸術事業、日本文化の対外発信、我が国のブランド力の向上 

測定指標ア）日本と諸外国との文化交流が、両国の相互理解や信頼関係が深まり、国際関係の安
定につながると回答する者の割合（目標：50％）2 

            40.9％（平成 30 年度）→45.1％（令和２年度） 
   測定指標イ）文化遺産の国際協力において実施した事業件数（目標：12 件）3 
            11 件（平成 29 年度）→14 件（令和２年度） 

 
②日本博をはじめとする文化プログラムの推進 

測定指標ア）文化プログラム等の認証件数（令和 3 年 8 月末時点での累計値） 
 東京 2020 文化オリンピアード：約 1200 件（平成 29 年度）→約 5600 件（令和３年度）4 
 Beyond2020 プログラム：約 3200 件（平成 29 年度）→約 19300 件（令和３年度）5 
 文化情報プラットフォームへの文化イベント掲載件数：約 3200 件（平成 29 年度）→約 29100 件
（令和３年度）6 

日本博採択・認証件数：910 件（平成 31 年以降）7 
測定指標イ）有識者からなる「審査・評価委員会」において確認された訪日外国人旅行者数が目標

値の 80%以上となった事業者の割合（目標：80％）8 
 50.6％（令和元年度）→調査中（令和２年度） 

※新型コロナウイルス感染拡大の影響を強く受けているものと推察される。 
 

③文化芸術によるイノベーション創出・国家ブランド構築（戦略２における主要な測定指標） 
   測定指標ア）文化経済産業の経済規模（文化ＧＤＰ）（目標：令和 7 年度に 18 兆円）9 
            約 10.1 兆円（平成 28 年）→約 10.5 兆円（平成 30 年） 

測定指標イ）アート市場規模の拡大（目標：7％）10 
            3.6％（平成 29 年度）→4.3％（令和２年度） 

 

                                                   
2 文化に関する世論調査 
3 文化庁調べ 
4 東京オリンピック・パラリンピック競技大会組織委員会調べ（※速報値） 
5 文化庁調べ 
6 文化庁調べ 
7 文化庁調べ 
8 「主催・共催型」「公募助成型」プロジェクトの各事業者別報告書 
9 文化庁「文化芸術の経済的・社会的影響の数値評価に向けた調査研究」。なお、目標設定時に実施した推計値では平成 28 年度の文化 GDP は約 8.9 兆円となっていたが、ユネスコガイドラインに基づき新たに
推計した数値を掲載している。 
10 日本のアート産業に関する市場レポート 2020（一般社団法人 アート東京）、The Art Basel and UBS Global Art Market Report 2021 
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 ④文化資源を活用した付加価値創出（観光等）（戦略２における主要な測定指標） 
測定指標ア）整備を実施した観光拠点における外国人旅行者の満足度（目標：90％）11 

71.3％（令和元年度）→調査中（令和２年度） 
測定指標イ）整備を実施した観光拠点における訪日外国人旅行者数の目標値の達成度（目標：

80％）12 
調査中（令和元年度）→調査中（令和２年度） 

測定指標ウ）文化財を核とする観光拠点数（目標：200 箇所）13 
139 箇所（平成 29 年度）→234 箇所（令和２年度） 

※新型コロナウイルス感染拡大の影響を強く受けているものと推察される。 
 
 ⑤文化遺産保存修復に関する国際協力 
   測定指標ア）文化遺産保存修復等に関する国際協力の実施状況 

文化遺産保護に関する人材養成研修等のために派遣した人数： 
   185 人（平成 28 年度）→252 人（令和元年度）→0 人（令和２年度） 
文化遺産保護に関する人材養成研修等に海外から参加・招へいした人数 
         875 人（平成 28 年度）→322 人（令和元年度）→243 人（令和２年度） 

※新型コロナウイルス感染拡大の影響を強く受けているものと推察される。 
 

⑥文化芸術活動の振興（戦略１における主要な測定指標） 
測定指標ア）：「日本の誇りとして「文化・芸術」を挙げる国民の割合」 （目標：60％）14 

47.1％（平成 29 年度）→53.3％（令和２年度） 
測定指標イ）新進芸術家海外研修制度により研修した者で、国内外で活躍している者の輩出（目

標：毎年度、新進芸術家海外研修制度の研修終了者の中から、国内外の著名なコ
ンクールや賞の受賞者を輩出する。）15 
例年、研修修了者の中から、ローザンヌ国際バレエコンクールやヨハネス・ブラームス国際
コンクール等の、各分野において国際コンクールでの入賞者が多数輩出されている。 

※新型コロナウイルス感染拡大の影響を強く受けているものと推察される。 
 

⑦美術館、博物館の充実（戦略６における主要な測定指標） 
測定指標ア）博物館の入場者数・利用者数の増加 （目標：1.29 億人）16  

1.42 億人（平成 29 年度）→1.42 億人（令和２年度） 

                                                   
11 文化庁調べ 
12 文化庁調べ 
13 文化庁調べ 
14 社会意識に関する世論調査 
15 文化庁調べ 新型コロナウイルスの感染拡大の影響を受け、派遣人数が減少している。 
16 社会教育調査調（３年ごとに実施。なお、直近年度の実績値は直近の調査結果の数値であり、当該年度の実績とは異なる。） 
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測定指標イ）劇場・音楽堂等における多言語化対応の状況（施設の多言語化について、「対応して
いる」「一部のみ対応している」と回答した国公立劇場・音楽堂等の割合17 

国公立全体：15.9％（平成 28 年度）→21.6％（令和元年度） 
 ・国立：100％（平成 28 年度）→87.5％（令和元年度） 
 ・都道府県：45.5％（平成 28 年度）→50.4％（令和元年度） 

・政令市：27.2％（平成 28 年度）→36.1％（令和元年度） 
 ・市・特別区（30 万人以上）：28.3％（平成 28 年度）→36％（令和元年度） 

 
⑧日本語教育の振興 

測定指標ア）在留外国人数に占める日本語教育実施機関・施設等における日本語学習者数の割
合（目標：10％）18 

            9.4％（平成 29 年度）→9.5％（令和元年度）→5.6％（令和２年度）  
測定指標イ）国内外の日本語教育実施機関・施設等における日本語学習者数の増加割合（目

標：△1.6％）19 
10.0％（平成 29 年度）→7.0％（令和元年度）→△4.2％（令和２年度） 

測定指標ウ）日本語教師養成・研修実施機関・施設等における日本語教師養成・研修講座の受講
者数（目標：30,694 名）20 

27,056 名（平成 29 年度）→31,826 名（令和元年度）→26,155 名（令和２年度）  
測定指標エ）日本を留学先として選んだ理由として、「日本語・日本文化を勉強したかったため」と回

答した割合21 
          48.2％（平成 29 年度）→44.3％（令和元年度） 

※新型コロナウイルス感染拡大により、外国人の入国が著しく制限されており、新規学習者の減少によ
り、日本語学習者の数が減少していることから、令和２年度以降の状況について一律の評価は困
難である。 

 

グッドプラクティス等の例（別紙）  

①文化芸術によるイノベーション創出・国家ブランド構築 
 ア）トップアーティストのグローバル展開支援 
 イ）2020 を契機とした日本博の成功とレガシー創出（オンラインを活用した鑑賞スタイルの創出） 

②メディア芸術の振興 
  ア）メディア芸術の創造・発信プラン 
  イ）日本映画の創造・振興プラン 
                                                   
17 文化庁「劇場・音楽堂等の活動状況に関する調査」（委託実施主体：（公社）全国公立文化施設協会） 
18 文化庁「国内における日本語教育の概要」、法務省「在留外国人統計」 
19 文化庁「国内における日本語教育の概要」、法務省「在留外国人統計」 
20 文化庁「国内における日本語教育の概要」 
21 （独）日本学生支援機構「私費外国人留学生生活実態調査」 
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③日本語教育の振興 
  ア）地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進 
  イ）日本語教室空白地域解消の推進等 
④文化財の保存・継承 
  ア）文化発信・アーカイブの整備（旅前・旅後の海外向け日本文化の魅力発信、文化遺産のオンライ

ン構想の推進） 
⑤著作権の国際協力 
 
主な取組22 
（法改正） 
【令和元年度】 

・日本語教育の推進に関する法律の成立 
・日本語教育の推進に関し、基本理念を定め、並びに国、地方公共団体及び事業者の責務を明らかに
するとともに、基本方針の策定その他日本語教育の推進に関する施策の基本となる事項を定めることに
より、日本語教育の推進に関する施策を総合的かつ効果的に推進し、もって多様な文化を尊重した活
力ある共生社会の実現に資するとともに、諸外国との交流の促進並びに友好関係の維持及び発展に寄
与するもの。 

【令和２年度】 
・文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光の推進に関する法律の成立 

文化・観光の振興、地域の活性化には、文化についての理解を深める機会の拡大及びこれによる国内
外からの観光旅客の来訪促進が重要であり、東京オリンピック・パラリンピック競技大会が開催されることを
契機に、文化観光拠点施設を中核とした地域における文化観光を推進するため、主務大臣（文部科
学大臣・国土交通大臣）による基本方針の策定、拠点計画・地域計画の認定、これらの計画に基づく
事業に対する特別の措置等を講ずるもの。 

 
（税制改正） 
【令和元年度】 

・一定の要件を満たす博物館に特定の美術品を譲渡・寄附した際の所得税等の特例措置の創設 
【令和２年度】 

・美術品市場の活性化のため現代美術品の寄託に係る相続税の特例措置の拡充 
 
（事業） 
（国際的な文化芸術事業、日本文化の対外発信、我が国のブランド力の向上） 

文化経済戦略の推進、芸術家・文化人等による日本文化発信・相互交流、国際文化ネットワークの構

                                                   
22 今後、関係省庁の施策についても追加予定。 
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築及び文化多様性の保護・促進への対応、国際文化交流・協力の推進、文化芸術の海外発信拠点形
成、東アジア文化交流推進、文化財の国際協力の推進 
 
（日本博をはじめとする文化プログラムの推進） 

「日本博」を契機とした文化資源による観光インバウンドの拡充（国際観光旅客税財源）、我が国の文
化芸術の創造力向上と国際的発信の推進、文化芸術創造拠点形成、外国人観光旅客の旅行の容易
化等の促進による国際観光の振興に関する法律の一部を改正する法律 
 
（外国人に対する日本語教育の推進） 

外国人材の受入れ・共生のための地域日本語教育推進事業、「生活者としての外国人」のための日本
語教育空白地域解消推進事業、地域日本語教育実践プログラム、日本語教育の人材養成及び現職者
研修カリキュラムの開発・活用事業 
 
課題 
 ・日本博をはじめとする文化プログラムの推進について、本評価期間に生じた新型コロナウイルスの感染拡
大をはじめとする状況の変化等を踏まえ、現状のプログラムの開催を支援しつつ、並行してウィズコロナ時代に
どのように施策を展開すべきかについて検討を進める必要がある。 
 ・外国人に対する日本語教育の振興について、新型コロナウイルスの影響を受け、外国人の入国も激減し
ていることから、指標に基づく事業執行の判断が困難となっており、ウィズコロナ時代の新たな方向性や留意
点につき、検討を進める必要がある。 
・文化資源を活用した付加価値創出（観光等）については、本評価期間の間に生じた新型コロナウイルス
の感染拡大により、国内外の観光需要は大幅に減少していることから、観光需要の回復に向けた文化観光
の推進方策等について、検討を進める必要がある。 
 
今後の方向性 

指標の達成状況については、目標を達成しているものも見受けられるものの、文化観光の推進や、日本
博の開催、外国人に対する日本語教育の振興などの分野については、新型コロナウイルスの影響を大きく受
けており、目標に達していないか、コロナ以前との比較が適切でないものが多くなっている。 

残された第１期計画期間中においては、感染拡大防止策を適切に講じつつ、計画していた取組を継続
して行うことにより、「国際文化交流・協力の推進と文化芸術を通じた相互理解・国家ブランディングへの貢
献」の実現を図ることとなる。 

日本博については、外国人の満足度のほか、国内認知度の把握について検討するとともに、引き続き国
内外におけるプロモーション・認知度向上に努めていくこととなる。 
 なお、第２期文化芸術推進基本計画の策定に当たっては、各事業を通じた社会への還元など、現在設
定している目標や指標とは異なる観点も含め、本中間評価に基づき、各目標や指標の在り方について慎重
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な検討を行う必要がある。その際も、本中間評価における評価と同様に、新型コロナウイルスの感染拡大に
よる影響を適切に反映させるよう配慮が必要である。 
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戦略３ 国際文化交流・協力の推進と文化芸術を通じた相互理解・国家ブランディングへの貢献 

 

 

 

 

○ 国際社会において我が国の国家ブランドを構築していくに当たっては，外国人が「クー

ル」と捉える日本固有の魅力や海外における日本の文化資源，優れた日本のコンテンツ等を

含め我が国の優れた文化芸術を，在外公館等も活用しつつ，戦略的かつ積極的に発信し，我

が国の存在感の確保，対日理解の醸成など文化芸術を通じた相互理解，親日層の形成等を図

っていく。このことは，親日国の形成，親日的な雰囲気の醸成など文化外交上の目的にも資

するとともに，日本産品の輸出拡大，インバウンド観光（訪日外国人観光）の促進など地方

創生にもつながるものである。 

 

 ○ 優れた文化プログラムや訪日プロモーション，国立公園の情報発信等を通じて文化芸術

を目的に海外から多くの人が我が国を訪れ地域で国際交流が行われることは，文化芸術を

通じた相互理解につながるとともに，国家ブランディングにも貢献するものである。この

ため，文化施設や地域観光資源等の多言語化対応を進めることが重要であるとともに，関

係機関等と連携し，訪日外国人が文化芸術に触れる機会を増やすことを目指す。 

 

○ 2020 年東京大会開催は我が国の文化を世界に発信する好機である。この機会を捉え，我

が国の文化の魅力を世界にアピールするに足る，独創性，多様性，国際性にあふれた質の

高い文化プロジェクトを推進する。 

 

○ 2020 年東京大会をはじめとする一連の大型スポーツ・イベントと文化芸術事業を連動さ

せ，相乗効果を図ることや，外交上の周年事業や，首脳間の合意等に基づき，効果を最大と

するような時期及び国・地域にて，戦略的に大規模な文化事業を展開する。 

 

○ 全国各地における海外の芸術家等の受入れや文化プログラムを実施し，地域における文

化活動の活性化を図るとともに，世界の幅広い地域への我が国の文化人・芸術家等の派遣等

や，海外での日本文化紹介・発信事業を通じて，我が国が有する多様な文化芸術（伝統芸能，

日本美術，和食，伝統的工芸品，茶道，華道，マンガ及びアニメ等）への理解を促進するた

め積極的に相互交流・対外発信を行う。 

 

○ メディア芸術分野においては，優れた文化的価値を有する我が国のメディア芸術作品の

振興を通じて日本ブランドを構築するとともに，国内外におけるメディア芸術の認知度を

高めること，メディア芸術と他分野との連携を通じた地方創生，共生社会を実現する。 

 

2020 年東京大会を契機に，国内外で多彩な文化プログラムが展開され，国際文化交流・協

力を推進するとともに，日本の文化を戦略的かつ積極的に発信し，文化芸術を通じた相互理

解・国家ブランディングへの貢献を図る。 
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○ 美術分野については，トリエンナーレ23等の芸術祭の開催や芸術家・文化人・学芸員，美

術館，博物館等とのネットワーク形成，海外の美術館への支援，海外における展覧会の開催，

解説等の多言語化対応の推進等を通じて，我が国の優れた作品の情報発信を海外に積極的

に行う。 

 

○ 日本語学習者については，海外では約 366 万人（平成 27 年），国内では約 22 万人（平成

28 年）となっており，多くの人々が国内外で日本語を学んでいる。先述（目標３参照）の

とおり，日本語学習者は，我が国の社会や文化の良き理解者として，我が国と外国との友好

関係を構築する橋渡し役となり，日本文化の国際的な発信者となることが期待されている。

国内外で日本語学習環境を整備し，日本語教育人材の資質・能力の向上を図るなど質の高い

日本語教育を提供していく。 

 

○ 第４回日中韓文化大臣会合で合意された「上海行動プログラム」に基づき平成 26 年以降

進められてきた日中韓文化都市交流については，日中韓３か国で選定した都市において，交

流を行いつつ，様々な文化芸術活動動を実施してきたところであり，今後も日中韓を中核と

して，東アジア圏の都市間の文化のネットワークの更なる充実を図る。また，東南アジア諸

国連合（ASEAN）や欧州都市との連携に取り組む。 

 

○ 文化芸術における国際協力については，我が国の知見を生かした文化遺産国際協力を推

進し，人類共通の財産である世界各地の文化遺産の保護に貢献する。 

 

○ 著作権等については，著作権侵害発生国政府機関や関係機関との協力等により，開発途

上国の著作権制度整備に貢献するほか，海外において，著作権に関する普及啓発，著作権侵

害対策を講ずるとともに，正規版コンテンツの流通を促進していく。 

 

 

 

  

                                                   
23 ３年に一度行われる芸術祭のこと。 
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戦略３関連 

 

○  2020 年東京大会を一つの契機に，世界における日本の芸術文化への関心と評価を高める

ため，世界水準の公演等の実施に合わせて，各種の戦略的な施策を展開し，芸術文化に対

する投資が一定の経済効果を生み，新しい投資に循環することが期待できるよう，文化に

よる国家ブランド戦略の構築と社会的・経済的価値等の創出を図る。 

○  外交上の周年事業や大型スポーツイベント等との連動による相乗効果の高い国際的な

文化芸術事業，日本の文化人・芸術家等の海外派遣による日本文化の対外発信，及び国内

外の文化人・芸術家等の相互交流事業の実施により，国際文化交流を推進する。また，文

化芸術を通じた国際的な都市間連携を図るため，日中韓を中心とした東アジアの都市にお

ける取組を推進する。 

○  全国の自治体や芸術家等と連携して，「beyond2020 プログラム」等の文化プログラムを

推進し，日本文化の魅力を発信するとともに，地域活性化や共生社会の構築を促進する。 

○  2020 年東京大会とその後を見据え，日本全国で開催されている文化芸術事業を充実・発

展させ，民間企業や関連分野と連携して，継続的に世界へアピールできる国際的な文化芸

術の発信拠点を形成する取組を支援する。 

○  アニメ，マンガ，ゲーム等といったコンテンツ，伝統芸能などの日本の魅力を活
い

かし，

我が国の経済成長につなげるため，クールジャパンの効果的な発信・展開，インバウンド，

人材育成・拠点構築等の基盤整備，官民・異業種間の連携等を促進するとともに，クール

ジャパンの本質の解明や海外人材の受入れによりクールジャパン戦略の深化を図る。 

○  放送事業者等と，他分野・他産業，地方公共団体等の関係者が協力し，放送コンテンツ

を制作，海外発信する取組等を支援する。 

○  日本の「正しい姿」や多様な魅力の発信を，ジャパン・ハウスや専門家派遣等を通じ，

オールジャパンの体制で行う。 

○  我が国の存在感の確保，対日理解の促進，親日層の形成等を目的として，在外公館等を

通じて日本文化の紹介・発信を行う。また，選定周年国を対象とした大型文化事業や，ジ

ャポニスム 2018 等大規模な文化事業を集中的に実施する。 

○  国際交流基金を通じて，海外における日本語普及，文化芸術交流，日本研究・知的交流

に資する事業を実施する。 

○  国際交流基金を通じて，広範な層に対して影響力のある放送コンテンツについて，相手

国のニーズも踏まえつつ途上国等の放送事業者に対し素材を提供し，多くの人々がテレビ

放送等を通じて我が国の社会・文化等に親しむ機会を拡大する。 

○  中核的な国際的フェスティバルとして東京国際映画祭を支援するとともに，国際映画祭

など国際芸術フェスティバルへの支援を通じて，日本の優れたコンテンツの海外発信を促
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進する。また，国際交流基金を通じて，日本映画の認知度向上を図るべく，ASEAN10 か国，

中国，ロシア及び豪州を中心に日本映画祭を継続的に実施する。 

○  我が国の優れた音楽，舞踊，演劇等の舞台芸術を世界に発信するため，海外発信力のあ

るイベントの開催，海外の音楽祭や演劇祭への参加，国内における舞台芸術イベントの開

催，海外の芸術団体との共同制作などの取組を一層推進する。 

○  70 年以上開催してきた我が国の舞台芸術の祭典である文化庁芸術祭について，全国的な

芸術祭としての質的充実を図るとともに，優れた芸術家・芸術活動の顕彰や，新進芸術家

の登竜門として，我が国の舞台芸術水準の向上のみならず，国家ブランド向上にも資する

よう充実を図る。 

○  映画の海外展開促進のため，国際共同製作の基盤整備，ロケ地情報の国内外への発信，

日本映画の海外映画祭への出品支援等を推進する。また，我が国を代表する国際映画祭で

ある東京国際映画祭を含め，我が国における各種映画祭の普及・発信機能の充実を図る。 

○  日本映画の海外映画祭への出品支援や，海外において日本映画の特別上映や人材育成に

つながる交流事業を実施するなど，諸外国への発信を強化する。 

○  最新のテクノロジーを取り入れたメディアアートなど，新しい芸術分野を活用した創作

活動の推進を通じて，我が国のメディア芸術の発信力を強化する。 

○  中核的国際芸術フェスティバルの国内開催や海外フェスティバルへの参加に対して戦

略的に支援するとともに，メディア芸術祭については世界的フェスティバルとして一層充

実する。 

○  優れたメディア芸術作品を海外へ戦略的に発信するとともに，日本のメディア芸術に対

する海外の評価の把握を行いつつ，国際文化交流や我が国文化への理解の促進を図る。 

○  アニメやマンガの舞台となった場所を観光客等が訪れるメディア芸術ツアーにつなが

るようなコンテンツの創作支援の促進を図るなど，観光振興や地方創生に貢献する取組を

推進する。 

○  魅力ある日本文化を海外に幅広く紹介するため，日本文学作品の翻訳者の育成に努める

とともに，インターネット等を活用した日本文化の総合的な情報発信を図る。 

○  日本全国で開催される芸術祭や地域の行事を核とした文化芸術事業が充実・発展するよ

う，地方公共団体が民間企業とも提携しつつ，観光，まちづくり，食，国際交流，福祉，

教育，産業その他の関連分野と有機的な連携を図る取組を促進する。 

○  地域の文化拠点であり，文化芸術の継承，創造，発信する場である劇場，音楽堂等の活

性化を図るとともに，劇場，音楽堂等の専門的人材の養成・確保に向けた支援を行う。 

○  地方公共団体や関係団体の取組にも留意しつつ，「衣・食・住」に係る文化をはじめ我

が国の生活に根ざした暮らしの文化について基本的調査を実施するとともに，その振興を

図る。 

○  我が国に存在する国内外に誇るべき歴史上・芸術上・学術上価値の高い文化財の指定等
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を行うとともに，積極的な情報発信を進める。 

○  文化財の多言語解説の在り方等に関する国の基本的な考え方を示し，地方公共団体は，

文化財の分かりやすい解説や多言語化等によりその魅力発信に努めることが期待される。 

○  劇場，音楽堂等において，外国人旅行者が実演芸術に気軽に触れることができるよう，

多言語化対応を促す。 

○  美術館，博物館において，外国人旅行者が展示物の本質的な価値をより深く理解できる

よう，解説の多言語化対応の推進・改善を促す。 

○  我が国の美術振興の中心的拠点として，国民の感性を育み，新しい芸術創造活動を推進

するため，独立行政法人国立美術館の機能の充実を図る。特に，多言語化，開館時間の延

長等の充実を図るなど，地域活性化・観光振興につながる取組を促進する。 

○  我が国の優れた文化財を海外に向けて広く紹介するため，海外の美術館・博物館と国内

の文化財所有者，管理団体，美術館・博物館と協力し，海外において日本の美術品に係る

展覧会の開催や，研究員，学芸員等の交流によるネットワークの構築により，日本文化の

歴史的・芸術的・学術的な魅力発信，我が国の学芸員等の国際的な発信力向上を推進する。 

○  「日本遺産（Japan Heritage）」を認定し，歴史的魅力にあふれた文化財群を地域主体

で国内外に戦略的に発信するなど，地域の複数の文化財を総合的かつ一体として活用する

取組を支援する。 

○  地域の魅力を国内外に発信し，訪日外国人の増加や国の観光活性化を図るため，スポー

ツツーリズムと文化芸術要素を融合させた「スポーツ文化ツーリズム」の掘り起こしや拡

大を図る。 

○  既存市場の確保に加え，欧米豪，富裕層，若年層などの新しい市場の開拓等のため，日

本の伝統文化や歴史的資源等を活用した訪日プロモーションを実施する。 

○  国際会議やミーティング，インセンティブ旅行，イベント等の MICE24開催に当たって，

博物館や美術館，歴史的建造物等のユニークベニューの利活用を推進する。 

○  訪日外国人に対して地域観光資源の魅力を発信するため，解説文作成に対する専門人材

の派遣やノウハウ提供等の支援を通じ，また関係省庁とも連携し，地域の多言語解説整備

を支援する。 

○  修復・改修や集中的な剪
せん

定・植え替えなどが必要な海外日本庭園の修復に係るモデル事

業を実施し，外国人技術者にも分かりやすい維持管理マニュアルの整備等を通じ，海外に

おける日本庭園の修復体制の構築を図る。 

○  日本の国立公園の「ナショナルパーク」としてのブランド化に向け，地域の文化や歴史

                                                   
24 Meeting（企業等のミーティング），Incentive（企業等の報奨・研修旅行），Convention（国際会議），Exbition/Event（展示会・イベ

ント）の総称。 
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などとも連携しつつ，国立公園における体験プログラムの充実や基盤的な公園施設の整備

等を行うとともに，国立公園の魅力を国内外に広く発信する。 

○  教育・科学・文化の協力と交流を通じた国際平和と人類の福祉の促進というユネスコの

目的を実現するため，「ユネスコ活動に関する法律」（平成 27 年法律第 207 号）に基づ

き，文化活動を含めた国内外のユネスコ活動を推進する。 

○  地方公共団体等と連携して，我が国の文化遺産のユネスコ世界文化遺産やユネスコ無形

文化遺産への推薦・登録を積極的に推進していくとともに，これらの文化遺産を含めた文

化的な遺産としての価値を持つものの適切な保存・活用・継承等に取り組む。  

○  人類共通の財産である海外の有形・無形の文化遺産保護等を対象として，我が国の高度

な知識・技術・経験を活用した国際協力を充実する。 

○  「海外の文化遺産の保護に係る国際的な協力の推進に関する法律」（平成 18 年法律第

97 号）に基づき，文化遺産国際協力コンソーシアムを中心に，国内外の関係機関が連携

し，有形・無形の両分野における文化遺産国際協力を推進する。 

○  日本語教育の関係府省・関係機関が連携して日本語教育を総合的に推進する体制の整

備・充実を図る。 

○  日本語教育施策の企画立案に必要な調査研究を関係機関との連携・協力を図りつつ実施

し，その成果を広く周知するとともに，日本語教育の指導内容・方法等の調査研究，日本

語教育に関する教材等の開発及び提供，日本語教育に携わる人材の養成・研修の充実によ

る高い資質能力を有する人材の確保を図る。また，これらを通じて，日本語教育を行う機

関における教育の水準の向上を図る。 

○  地方公共団体や日本語教育関係団体等との連携・協力により，地域の実情に応じた日本

語教室の開設及び地域における日本語教育の推進・連携体制の構築・強化など，地域にお

ける日本語教育の充実を図り，国内に居住する外国人等の日常生活に必要とされる日本語

能力の向上を図る。 

○  国際交流基金を通じて，日本語教育専門家等の海外派遣及び海外の日本語教師等の招聘
へい

研修等を通じた海外における日本語教育環境の整備を推進するとともに，インターネット

等の情報通信技術を活用した日本語教材・日本語教育関係情報の海外への提供を推進す

る。 

○  海外における我が国の著作物等の海賊版の流通を防止・撲滅し，文化的創作活動や国際

文化交流を推進するため，世界知的所有権機関（WIPO）と協同した著作権等制度整備支援

に係る取組のほか，侵害発生国等への働き掛け，侵害発生国・地域における著作権処理団

体の育成及び海賊版取締りの強化の支援，権利者による権利行使支援，侵害発生国・地域

における著作権普及啓発，官民連携の強化，諸外国との連携の強化等を行う。また，深刻

化するインターネット上で行われる国境を越えた著作権侵害等に対応するための制度整

備等の方策について検討を行い，必要な措置を講ずる。 



文化芸術推進基本計画（第１期） 中間評価
グッドプラクティス

別紙

1



①文化芸術によるイノベーション創出・国家ブランド構築

ア）トップアーティストのグローバル展開支援

ポストコロナも視野に、我が国文化芸術のグローバル展開を戦略的に推進していくため、国際的な評価を得ていくための構造
を分野に即して解明するとともに、世界と伍して競うことのできる潜在力を有する傑出した人材を発掘し、未来のトップ人材
として、国際舞台で飛躍する機会を創出する。

トップアーティストの発掘・国際的活動支援事業（R4年度～（予定））
文化交流使事業や新進芸術家海外研修制度でこれまでに得られた知見を活かしつつ、文化庁に国内外有識者参画による「グローバ
ル戦略会議」を設置し、戦略を策定するとともに、海外で活躍する人材や国際的なネットワークを有する審査員による候補者の選
考や派遣先の選定、具体的な活動支援の仕組みを構築する。派遣者には、現地における手厚い活動サポート、今後のグローバルな
活動を支える人的ネットワークの構築を支援する。
上記の取組を通じ、文化芸術立国としての国際プレゼンス向上や国際的な評価を受ける人材の輩出を通じた相互理解・国家ブラン
ディングの強化等を行う。
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我が国が誇る文化資源の集中展示やダイジェスト版公演、体験プログラムの創出など日本文化の魅力を実際に体感できる取組
の推進に加え、国内外の多くの方々が自宅等でも日本博を楽しむことができるよう、多様な映像コンテンツの制作・発信等を積
極的・戦略的に実施。

○工藝2020－自然と美のかたち－【独立行政法人 日本芸術文化振興会】
自然の素材と適合したわざを用いて、自然観や自然の美を主題とし独自の創作表現を続けている現代作家による８２点の工芸作品を一堂
に展示。また、自宅等からでも展示会場内を体感できるVRコンテンツの制作・発信や、展示会場を撮影したツアー動画を使用し、オンラ
イン上にてキュレーターによるギャラリートークを行うバーチャルツアーにより、新たな鑑賞の形を提供するとともに、オンラインシンポ
ジウムを実施することで、日本の現代工芸の魅力を更に広く発信。

○日本遺産を活かした伝統芸能ライブ「NOBODY KNOWS」プロジェクト【公益社団法人 日本芸能実演家団体協議会】
全国各地の日本遺産における伝統建築や史跡等を舞台に、地域に伝承される芸能と伝統芸能パフォーマンスを組み合わせ、“伝統芸能ライ
ブ・ツーリズム”という新たな観光の形を開発するプロジェクト。令和２年度は、文化継承や地域活性の観点から一層活用が望まれる「日本
遺産」と、発信力・訴求力の磨き上げが期待される「伝統芸能」に焦点を当て、事前に参加者へ精進料理お届けすることによりその説明・
食事をパッケージ化した修験道と「松例祭」をテーマするバーチャルなバスツアー等の歴史文化と芸能の魅力を味わえる映像企画を試行。

令和３年度からの取組

○バーチャル日本博
美術展、舞台芸術、自然、芸術祭など、日本博事業が表現する様々な「日本の美」を、美しい映像、ＶＲ、高精細画像などを通じてバー

チャルの世界で体験。また、オンライン上で、実際に行われる日本博事業とのつながりを持たせつつ、各種体験事業などのコンテンツを日
本語と英語で掲載し、国内外からアクセス可能な体験型のバーチャル空間を提供するとともに、コンテンツの更なる拡充を図る予定。

・掲載コンテンツ数（令和３年８月17日開設時点） 45事業、計240点のデジタルコンテンツ（動画、ＶＲ、画像等）

・メディア露出件数（令和３年9月10日時点） 150件（うち海外8件）

・海外からのアクセス（令和３年9月10日時点） アメリカ、オーストラリア、ドイツ、フランス、イギリス、香港、台湾 他複数国

概要

令和２年度の事業実施事例

イ）2020を契機とした日本博の成功とレガシー創出（オンラインを活用した鑑賞スタイルの創出）
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②メディア芸術の創造・発信
ア）メディア芸術の創造・発信プラン

メディア芸術グローバル展開事業
・第24回文化庁メディア芸術祭：世界103の国・地域から3,693作品の応募があった。R3年9～10月に受賞作品展を開催
・アヌシーアニメーションフェスティバル、アルスエレクトロニカ・フェスティバル、マンガバルセロナ等へ出展

イ）日本映画の創造・振興プラン

マンガ、アニメーション、ゲーム等のメディア芸術は、広く国民に親しまれているだけでなく、新たな芸術の創造など我が国の芸術活動全体の活性化
を促すとともに、海外からも高く評価され、我が国への理解や関心を高めている。文化芸術の振興はもとより、コンテンツ産業、観光、国際文化交流
にも資するため、メディア芸術分野における創作サイクルを創出し、さらなる振興・発展を図る。

日本映画の振興のため、優れた日本映画の製作支援や撮影環境の充実等を通じて創造活動を促進するほか、国内外の映画祭等
における積極的な発信・海外展開・人材交流を行うとともに、日本映画の魅力や多様性を強化し、その基盤を維持するほか、
映画に関わる人材育成を実施。

＜日本映画の創造・振興プランで成果のあった主要な取組＞
・日本映画製作支援のH30年度助成作品「万引き家族」が第71回（2018年）カンヌ国際映画祭において、最高賞のパルム・ドールを受賞。また、
R2年度助成作品「ドライブ・マイ・カー」が第74回（2021年）カンヌ国際映画祭において、脚本賞、また、その他独立賞を３つ受賞した。

メディア芸術人材育成事業
・過去に支援したクリエイターの作品が国内外フェスティバルで受賞した。
(例)- 岩井澤健治『音楽』 第43回オタワ国際アニメーション映画祭長編部門グランプリ、第24回文化庁メディア芸術祭アニメーション部門大賞 ほか

- 和田淳『マイエクササイズ』 ザグレブ国際アニメーションフェスティバル短編部門審査員賞 ほか

メディア芸術連携基盤等整備推進事業
・マンガ原画アーカイブに係る相談窓口を設置し、漫画家や編集者等からの原画保存に関する相談を21件受け付けた。
・各機関におけるアーカイブの取組を支援した。（R2採択数：15件）
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ア）地域日本語教育の総合的な体制づくりの推進
地域日本語教育の総合的な体制づくり推進事業（令和元年度より事業開始）

【実施主体】
公益財団法人兵庫県国際交流協会

【概要・主な取組内容】
○地域日本語教育の総合的な体制の要素として、司令塔としての「総合調整会議（有識者会議）」、「総括コーディネーター」、「地域日
本語教育コーディネーター」を配置。
・総合調整会議の設置（令和元年度設置）：（R2）年度内に２回開催。
・総括コーディネーター及び地域日本語教育コーディネーターの配置： （R2）6名 地域日本語教育コーディネーターを新たに2名配置。

○日本語学習を希望する外国人県民が、生活に必要な日本語を身に付けることを目的とし、モデル日本語教室や人材育成研修を実施。
・日本語教室の開催：（R2）202回開催 （151人参加）
・人材育成研修の開催 :（R2）12回開催（226人参加）

○県内の日本語教育を推進するため、市町を対象としたシンポジウム、地域住民参加型のイベントを開催。
・シンポジウムの開催：（R2）１回開催（54人参加）
・イベントの開催：（R2）5回開催（320人参加）

○学習リソースおよび支援方法の普及・検討：新型コロナウイルス感染症対策における効果的な学習機会提供への取組としてICT化を推進。
・ICT教材活用促進とICTを利用した学習方法の普及啓発
・生活に必要な日本語のニーズ別学習支援方法の検討、情報共有
・入門期の外国人が学習しやすい教材の作成・普及

【評価点】
○兵庫県では、大学、日本語学校、県商工会連合会当の様々な構成員から成る総合調整会議を設置している。また、同様に体制づくり事業
を行っている神戸市と日本語教育に関する情報共有を行い、相互に強力な連携を行うとともに、県内の地域日本語教育コーディネーターを拡
充し、県全体としての体制づくりを推進している。
○日本語教室等の事業実施に関しては、県内でモデル事業となる市町を選定し、実施市町における地域調整会議を新たに設置した。
関係市町、国際交流協会、商工会、企業、既存の日本語教室の代表が各域内の状況や課題を共有できるような体制をつくることで、次年度
以降の日本語教育の広がりを見据え、さらにその体制を事業未実施の市町に情報共有し、県内での事業の普及啓発を図っている。
○新たな取組として、 NPOや商工会等との新たな機関との連携が行われ、潜在的学習者が多く居住すると思われる地区の把握や、学習を必要
とする日系外国人等への情報の周知が行われた。また、商工会との連携では、所属の事業所に在籍する技能実習生が日本語教室へ参加で
きるように配慮を促すとともに、新型コロナウイルス感染症予防対策についても協力を得て、受講者が安心して学習できる環境を整えられている。
○新型コロナウイルス感染症予防対策に関連して、効果的な学習機会の提供への取組としてICT化の推進が行われた。これにより遠隔での受講
が可能となり、受講者からも高い評価を得ることができている。

③日本語教育の振興
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イ）日本語教室空白地域解消の推進等
「生活者としての外国人」のための日本語教室空白地域解消推進事業

（１）地域日本語教育スタートアッププログラム
【実施主体】
佐賀県嬉野市（支援期間：平成２９年度から令和元年度の３年間）

【概要・主な取組内容】
○日本語教室を含む「カフェこくさいじん」という活動を中心に地元コーディネーターの育成に努め、嬉野市在住の外国人や彼らに関わる日本人のニー
ズに即した日本語教育体制を創出している。
・コーディネーターの配置：事業実施以前（H28）０人 → 事業実施後（R1）５人

○年間２０回程度の日本語教室の実施のほか、地域のお祭りやイベントなどに積極的に参加することで地元住民や地域文化の体験を促している。
・日本語教室の開催：事業実施以前（H28）０回

→ 事業実施後（R1）23回開催（月２回程度実施、延200人程度参加）
【評価点】

市内で生活する外国人に対しそのニーズを調査した上で、彼らが抱える生活上の課題（災害時の対応、病院への受診など）に対して工夫を凝
らして対応している。また、彼らの日本語学習環境を整備するコーディネーター等を育成を佐賀県や大学などと連携しながら進め、定期的に日本語
教室を開催することに成功している。さらに、地域のお祭りなどのイベントへの参加や地元特産品農家との交流を通じて、地域住民や地域文化への
理解を促進することで、外国人と地域住民との相互理解を深めることも進めている。文化庁事業の活用終了後も、自主財源を確保して、日本語
教室を中心とする日本語教育事業が運営されている。

（２）日本語学習サイトの運営
【実施主体】
文化庁

【概要・主な取組内容】
日本語教室がなく日本語学習機会を得られない外国人等に対して、ICTを活用した日本語学習教材

を開発・公開し、学習機会を提供する。
・日本語学習サイト「つながるひろがる にほんごでのくらし」（６言語）の開発・公開（令和２年６月）
・令和３年８月現在、１０言語公開中で、令和４年３月には韓国語・タイ語・ミャンマー語・モンゴル語
も追加し、合計１４言語公開予定。
・令和２年度のアクセス数合計約3２万。 「日本語学習」と検索すると本サイトに辿り着くことができるようにする等改善を図っている。

▼日本語学習サイト「つながるひろがる にほんごでのくらし」
（日本語、英語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、ベトナム語、
インドネシア語・フィリピノ語・ネパール語・クメール（カンボジア）語）



ア）文化発信・アーカイブの整備

（２）文化遺産オンライン構想の推進
【実施主体】
文化庁
【主な取組内容（概要）】
• 我が国の多様な文化遺産に関する情報を、誰もがいつでも容易にアクセスできる環境を整備し、文化財の保

存・継承・発展を図り、コンテンツの利活用や情報発信を進めるため、文化遺産のデジタルアーカイブ化を推進
している。

• 全国の博物館・美術館等における情報を集約したポータルサイトである「文化遺産オンライン」を構築し、文化
財等の情報発信に努めている。
掲載件数：283,062件 所蔵館数：239館 （令和３年４月時点）
アクセス数：3,079,909件（令和２年度総数）

【評価点】
令和３年度は利用者の利便性向上を図るため、文化遺産オンラインのモバイル対応や高精彩画像への対応等
に取り組んでいる。

（１）旅前・旅後の海外向け日本文化の魅力発信（文化遺産・観光コンテンツバンク構想）
【実施主体】
文化庁、日本政府観光局(JNTO)
【主な取組内容（概要）】
旅前・旅後の海外向け日本文化の魅力発信として、次の２つからなる文化遺産・観光コンテンツバンク構想を推進。
１．文化財デジタルコンテンツダウンロード機能（日本語・英語） https://cb.bunka.go.jp/
国内外のメディア・旅行会社向けに、日本遺産等のVR(仮想現実)・４K（高精細）映像素材・静止画などを解説文
付きで提供。ダウンロード・二次利用を可能としている。
２．日本政府観光局(JNTO)日本遺産特設サイト（英語） https://www.japan.travel/japan-heritage/
【評価点】
１．一過性の情報発信を行うだけのデジタルコンテンツとせず、二次利用可能な権利処理やメタデータの整備を行った上で
提供することで、新たなコンテンツの創造など様々な利活用が可能となった。公共交通事業者による駅構内でのデジタル
サイネージ掲出やSNS等でのプロモーション、オンラインガイド旅行商品造成、大学での利用などを確認している。
２．JNTOとの連携により、一方的な情報発信ではなく、ニーズ分析・それに基づく改善などデジタルマーケティングを行う
基盤として整備した。これによりコロナの影響下にあってもバーチャル旅行などをテーマに訪日意欲の向上施策を継続できた。

④文化財の保存・継承
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【概要】
侵害発生国（中国・台湾・インドネシア・マレーシア・ベトナム・タイ）と強調の上、税関・警察・司法機関職員等を対象にインターネット上
の著作権侵害にかかる最新動向や日本コンテンツの海賊版等の情報を提供すること、我が国の権利者と現地取締り機関との関係構築、連
携強化を目的としたセミナーを開催。

【評価点】
海外での侵害には相手国との連携が欠かせず、実際に侵害が起こっている国の取締機関等との連携を高めて海外での取り締まりの実効
性を高めている。

【概要】
アジア地域の侵害発生国において、著作権の正しい理解を促進するため、当該国政府著作権担当部局と連携し、著作権普及啓発のた
めの活動を共同で実施。

【評価点】
著作物が適切に使用されるためには、利用者の著作権に関する知識が不可欠であり、侵害発生国での一般の方の著作権に関する知識
を高めている。

①トレーニングセミナーの実施

②普及啓発

③アジア地域著作権制度普及促進事業
【概要】
世界知的所有権機関（ＷＩＰＯ）に、信託基金を拠出し、ＷＩＰＯとの協力の下、アジア太平洋地域の途上国におけ

る著作権法の整備と条約への加盟促進、著作権侵害に対する取締の強化及び著作権管理団体の育成等を支援。

【評価点】
アジア太平洋地域の途上国に対して、WIPOを通じて基盤的支援を行うことで、当該国での著作権制度の整備に貢献している。

⑤著作権の国際協力
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